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作新学院大学女子短期大学部教職員懲戒手続規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人船田教育会就業規則（以下「就業規則」という。）第４０条

から第４７条に規定する懲戒について、作新学院大学女子短期大学部に勤務する常勤の

教職員（以下「教職員」という。）に係る懲戒処分の手続きを定めることを目的とする。 

（懲戒調査委員会の設置） 

第２条 学長は、教職員について、就業規則第４０条に定める懲戒の事由（以下「懲戒事

由」という。）のいずれかが存在すると認識した場合、当該事案に関する必要な事項を調

査及び審議させるため、その都度、懲戒調査委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 

（委員会の調査審議事項） 

第３条 委員会は、学長から諮問のあった懲戒事由に関する事案について、次の各号に定

める事項を調査及び審議する。 

（１）懲戒事由に関する事実関係の調査及び認定 

（２）懲戒に付することの適否に関する判定 

（３）懲戒処分の種類等の量定に関する判定 

（４）その他委員会が必要と認めた事項 

（委員会の構成及び委員の任期） 

第４条 委員会は、次の各号に定める委員をもって組織する。 

（１）幼児教育科長  

（２）教員 若干名 

（３）職員 1名 

２ 前項第 2号及び第 3号に規定する委員は、学長が任命する。 

３ 委員の任期は、諮問された事案の調査及び審議が終了し、その結果を学長に報告した

日までとする。ただし、学長から引き続き委員に留まるよう指示等があった場合はこの

限りではない。 

（委員会の運営） 

第５条 前条第１項第１号の委員が委員長となり、委員会を召集し、議長となる。 

２ 委員会は、委員の４分の３以上の出席をもって成立する。 

３ 委員会の判定は、出席した委員の３分の２以上の賛成によって行う。 

４ 委員会が必要と認めた場合は、関係者の出席を求め、事情を聴取し、又は意見を聴く

ことができる。 

（弁明の機会の付与） 

第６条 懲戒処分に係る調査及び審議の対象とされた者（以下「懲戒審議対象者」という。） 

は、委員会に対して、自己の被疑行為に関し口頭又は文書による弁明を行うことができ

る。 

２ 委員会は、懲戒審議対象者に対し、前項に定める弁明の機会を与えなければならない。 

３ 委員会は、口頭による弁明の場合には日時及び場所、又は文書による弁明の場合には

提出期日をそれぞれ定め、当該日の 5日前までに懲戒審議対象者に通知する。 
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４ 懲戒審議対象者が正当な理由なく、前項の指定された日時及び場所に出頭しないとき

又は提出期日までに文書を提出しないときは、弁明の機会を放棄したものとみなす。 

（調査審議結果の報告） 

第７条 委員長は、委員会において諮問事案に関する調査及び審議が終了したときは、そ

の結果を速やかに学長に報告するものとする。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、調査及び審議の過程で知り得た職務上の情報を他に漏らしてはならない。 

（事務の所掌） 

第９条 この規程に関する事務は、総務課において処理する。 

（改廃） 

第１０条 この規程の改廃は、教授会の議を経て、学長が行う。 

 

 

   附 則 

 この規程は、平成 26年 9月 4日から施行する。 


